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  「経営実務Ｑ＆Ａ」について 

  

  

平素は私学事業団の業務に格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 

高等教育の修学支援新制度に係る授業料等減免費交付金の追加交付・返還の会計処理に

ついて、文部科学省の事務連絡（令和３年４月１９日付 「高等教育の修学支援新制度の授

業料減免に係る会計処理について（連絡）」）を受けて、文部科学省と日本公認会計士協会学

校法人委員会と３者で協議の上、「経営実務Ｑ＆Ａ」にとりまとめましたので、会計処理の

参考としてください。 

なお、今後、事務手続き等の変更により、「経営実務Ｑ＆Ａ」に変更が生じた場合は、ま

たお知らせいたします。 

 

 

 

 

                    会計処理についての問い合わせ先                    

私学経営情報センター 私学情報室 

                    ☎０３（３２３０）７８４６～７８４８ 

                    Ｅメール center@shigaku.go.jp 

 

 



                           

 

経 営 実 務 Ｑ ＆ Ａ  

～高等教育の修学支援新制度に係る授業料等減免費交付金～ 

 

 

Ｑ１ 令和２年度決算において、授業料等減免費交付金の学校部門の計上額はどの資料で把

握できますか。 

 

Ａ１ 授業料等減免費交付金の学校部門ごとの金額は、３回目の『大学等における修学の支

援に関する法律による令和２事業年度授業料等減免費交付金変更交付決定通知書』（令

和３年３月３０日付）の「変更承認申請額」になります。 

＜例＞  

 

 

 

Ｑ２ ３回目の『大学等における修学の支援に関する法律による令和２事業年度授業料等減

免費交付金変更交付決定通知書』（令和３年３月３０日付）より、大学部門に追加交付

があると判明しました（決定通知書の「差額」がプラス表示）。実際の追加交付は令和

３年度になりますが、令和２年度決算において追加交付額を未収入金に計上する必要は

ありますか。 

 

Ａ２ 授業料等減免費交付金は、交付決定があった日の属する年度の収入として計上しま

す。したがって、授業料等減免費交付金の追加交付がある場合、令和２年度の未収入金

（例の場合 5,000,000円）を計上します。 

＜例＞ 

 

学校名

既交付申請額
変更承認
申請額

4,500,000円

5,000,000円

Ｂ短期大学 5,000,000円 4,800,000円 4,600,000円 4,500,000円 △ 500,000円

計 15,000,000円 19,800,000円 24,600,000円 29,500,000円

Ａ大学 10,000,000円 15,000,000円 20,000,000円 25,000,000円

差 額

交付申請
変更交付申請

１回目 ２回目 Ｄ-Ａ･Ｄ-Ｂ

Ｄ-Ｃのいずれか(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

計 10,000,000円 15,000,000円 20,000,000円 25,000,000円 5,000,000円

5,000,000円

(Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

Ａ大学 10,000,000円 15,000,000円 20,000,000円 25,000,000円

学校名

既交付申請額
変更承認
申請額

差 額

交付申請
変更交付申請

１回目 ２回目 Ｄ-Ａ･Ｄ-Ｂ

Ｄ-Ｃのいずれか(Ａ)



                           

 

 

Ｑ３ ３回目の『大学等における修学の支援に関する法律による令和２事業年度授業料等減

免費交付金変更交付決定通知書』（令和３年３月３０日付）より、短大部門で過大に交

付されていること判明しました（決定通知書の「差額」がマイナス表示）。事業団への

返還は令和３年度になりますが、令和２年度決算において、返還金相当額をあらかじめ

未払金に計上する必要はありますか。 

 

Ａ３ 返還すべき授業料等減免費交付金は、本来受領すべきでなかったものと捉え、教育活

動に計上するものではないため補助金には含めません。したがって、授業料等減免費交

付金の返還額は、令和２年度の未払金（例の場合 500,000 円）を計上します。 

   なお、計算過誤等により令和３年４月の額の確定において交付決定額と実績額に差額

が生じ、返還となった場合とは異なりますので、令和３年度に、大科目「管理経費（支

出）」に小科目「授業料等減免費交付金返還金（支出）」等を設けて計上する必要はあり

ません。 

＜例＞     

 

 

 

Ｑ４ ３回目の『大学等における修学の支援に関する法律による令和２事業年度授業料等減

免費交付金変更交付決定通知書』（令和３年３月３０日付）より、大学部門で追加交付

が、短大部門で過大に交付されていること判明しました（決定通知書の「差額」にプラ

ス表示とマイナス表示が混在している）。令和２年度決算において、どのように計上す

ればよいでしょうか。 

 

Ａ４ ２通り考えられます。なお、いずれの方法による場合も、各学校法人において継続的

な会計処理を行うようご留意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

学校名

既交付申請額
変更承認
申請額

△ 500,000円

Ｂ短期大学 5,000,000円 4,800,000円 4,600,000円 4,500,000円 △ 500,000円

計 5,000,000円 4,800,000円 4,600,000円 4,500,000円

差 額

交付申請
変更交付申請

１回目 ２回目 Ｄ-Ａ･Ｄ-Ｂ

Ｄ-Ｃのいずれか(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)



                           

 

1） 授業料等減免費交付金を部門ごとに捉えて、令和２年度の未収入金（例の場合 

5,000,000 円）と令和２年度の未払金（例の場合 500,000円）をそれぞれ計上します。 

＜総額表示の例＞ 

2）授業料等減免費交付金を法人単位で捉えて、令和 2年度の未収入金（例の場合 

4,500,000 円）を計上します。 

＜純額表示の例＞ 

 

 

 

 

 

                       問い合わせ先 

                       私学経営情報センター 私学情報室 

                       ☎０３（３２３０）７８４６～７８４８ 

                       Ｅメール center@shigaku.go.jp 

学校名

既交付申請額
変更承認
申請額

4,500,000円

5,000,000円

Ｂ短期大学 5,000,000円 4,800,000円 4,600,000円 4,500,000円 △ 500,000円

計 15,000,000円 19,800,000円 24,600,000円 29,500,000円

Ａ大学 10,000,000円 15,000,000円 20,000,000円 25,000,000円

差 額

交付申請
変更交付申請

１回目 ２回目 Ｄ-Ａ･Ｄ-Ｂ

Ｄ-Ｃのいずれか(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

差 額

交付申請
変更交付申請

１回目 ２回目 Ｄ-Ａ･Ｄ-Ｂ

Ｄ-Ｃのいずれか(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

Ａ大学 10,000,000円 15,000,000円 20,000,000円 25,000,000円

学校名

既交付申請額
変更承認
申請額

4,500,000円

5,000,000円

Ｂ短期大学 5,000,000円 4,800,000円 4,600,000円 4,500,000円 △ 500,000円

計 15,000,000円 19,800,000円 24,600,000円 29,500,000円
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